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本
会
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
六

団
体
は
８
月
５
日
、
「
子
ど
も
に

対
す
る
手
当
に
関
す
る
共
同
声

明
」
を
発
表
し
た
。

こ
の
声
明
は
、
民
主
党
、
自
民

党
、
公
明
党
が
前
日
、
現
行
の
子

ど
も
手
当
を
廃
止
し
、
児
童
手
当

を
基
本
と
す
る
新
制
度
へ
移
行
す

る
こ
と
で
合
意
し
た
こ
と
を
受

け
、
ま
と
め
た
も
の
。
実
務
を
担

う
地
方
の
意
見
を
聞
く
こ
と
な
く

合
意
に
至
っ
た
た
め
、
国
へ
「
地

方
に
対
し
説
明
責
任
を
果
た
す
と

と
も
に
、
そ
の
具
体
的
な
内
容
と

道
筋
を
明
確
に
す
る
こ
と
」
が
不

可
欠
と
指
摘
し
て
い
る
。

ま
た
、
声
明
で
は
、
合
意
後
の

政
府
に
よ
る
法
案
の
閣
議
決
定
に

先
立
ち
、
「
法
定
化
さ
れ
た
『
国

と
地
方
の
協
議
の
場
』
を
直
ち
に

開
催
」
す
る
こ
と
を
要
求
。
平
成

２４
年
度
以
降
の
現
金
給
付
も
見
据

え
た
う
え
で
声
明
で
は
、
手
当
に

つ
い
て
地
方
と
協
議
す
る
よ
う
求

め
て
い
る
。

現
行
の
子
ど
も
手
当
は
中
学
生

ま
で
の
子
ど
も
に
対
し
、
一
律
で

月
額
１
万
３
０
０
０
円
が
支
給
さ

れ
て
い
る
。
３
党
合
意
の
結
果
、

本
年
１０
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の

支
給
分
に
つ
い
て
は
、
１
万
円
か

ら
１
万
５
０
０
０
円
の
範
囲
で
、

子
ど
も
の
年
齢
な
ど
に
よ
り
支
給

額
が
変
動
す
る
こ
と
と
な
る
。

２４
年
度
以
降
の
手
当
に
つ
い
て

は
、
児
童
手
当
法
に
所
要
の
改
正

を
施
す
方
針
。
改
正
に
あ
た
っ
て

は
、
地
方
と
十
分
に
協
議
す
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

子どもに対する手当の制度のあり方について

１ 実施時期
手当のあり方の見直しは、平成２３年度１０月（平成２４年

２月支給分）から実施する（所得制限の導入は被災地の
状況を見定め平成２４年度（６月分）から実施する。）。

２ 所要額 ２．２～２．３兆円程度
３ 具体的な支給額
（１）一般世帯（非所得制限世帯）
０～３歳（一律） １５，０００円（児童手当１万円）
３～１２歳（第１子、第２子）１０，０００円（児童手当５千円）

（第３子以降） １５，０００円（児童手当１万円）
中学生 （一律） １０，０００円（児童手当なし）

（２）所得制限世帯
所得制限世帯における所得税及び住民税の扶養控除
（所得控除）の廃止による減収に対する必要な税制上、
財政上の措置を検討し、平成２４年度から所要の措置を講
じるものとする。

４ 所得制限
所得制限の基準を、年収９６０万円程度（夫婦と児童二

人世帯）とする。
５ 税制改正

所得制限世帯も含めた扶養控除のあり方について、平
成２４年度税制改正までに総合的に検討する。

６ 法制上の措置
平成２４年度以降の子どものための現金給付について
は、上記の支給額等を基にして、児童手当法に所要の改
正を行うことを基本とする。その際、地方等と十分に協
議を行い、その理解を得るよう努めるものとする。
※地方との協議は、「国と地方の協議の場」において行う。

７ 平成２４年度からの恒久的な現金給付の仕組みへの円滑な
移行のための措置については、別添のとおりとする。
以上 確認する。

平成２３年８月４日
民 主 党 幹事長

政策調査会長
自由民主党 幹事長

政務調査会長
公 明 党 幹事長

政務調査会長

（別添）
半年間の特別措置法案の骨子

１．題名
平成２３年度における子ども手当の支給等に関する特別措
置法案

２．趣旨
現下の子どもや子育て家庭をめぐる状況にかんがみ、平

成２４年度からの恒久的な現金給付の仕組みに円滑に移行で
きるよう、平成２３年度における子ども手当の支給等につい
て必要な事項を定めるものとする。

３．支給期間
・平成２３年１０月分から平成２４年３月分まで

４．支給額・費用負担
・３歳未満、３歳～小学生（第３子以降）：１万５千円
・３歳～小学生（第１子・第２子）、中学生：１万円
・児童手当部分は児童手当と同様の負担割合、上積み部分
は全額国庫負担

５．その他
・平成２３年度子ども手当支給法に盛り込んだ事項を規定
※子どもの国内居住要件、未成年後見人、父母指定者、同
居優先、施設入所の子どもについて施設の設置者等への
支給、手当からの保育料の徴収等、市町村の自由度の高
い交付金の交付

６．施行時期・改正附則
施行日：平成２３年１０月１日
・平成２４年度以降の子どものための現金給付については、
この法律の手当額等に関する規定を基に、児童手当法に
所要の改正を行うことを基本とする。その際、地方等と
十分に協議を行い、その理解を得るよう努めるものとす
る。
※地方との協議は、「国と地方の協議の場」において行う。
・その際、所得制限については、平成２４年６月分以降から
適用することとし、所得制限の基準、所得制限を超える
者に対する必要な税制上・財政上の措置等について検討
した上で、所要の措置を講ずる。

子どもに対する手当に関する共同声明

昨日、民主党、自由民主党及び公明党において、「子ど
もに対する手当の制度のあり方について」の三党合意がな
された。
「子どもに対する手当」の実務を担っているのは地方で

ある。したがって、この三党合意に基づく今後の手当のあ
り方の見直しについて、国は地方に対し説明責任を果たす
とともに、その具体的な内容と道筋を明確にすることが的
確かつ円滑な支給事務を行う上で不可欠である。
よって、法定化された「国と地方の協議の場」を直ちに

開催し、地方との協議を行うことを強く求める。

平成２３年８月５日
地方六団体
全国知事会会長 山田 啓二
全国都道府県議会議長会会長 山本 教和
全国市長会会長 森 民夫
全国市議会議長会会長 関谷 博
全国町村会会長 藤原 忠彦
全国町村議会議長会会長 �橋 正

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1805号８月１５日平成23年
（2011年）

子子
どど
もも
にに
対対
すす
るる
手手
当当
でで
共共
同同
声声
明明

国
と
地
方
の
協
議
の
場
開
催
を
要
求
六団体

（１） 平成２３年８月１５日 第１８０５号



全
国
市
議
会
議
長
会
は
、
こ
の
ほ
ど
「
市
議
会
議

員
定
数
に
関
す
る
調
査
結
果
」
を
ま
と
め
た
。

こ
の
調
査
結
果
は
平
成
２２
年
度
１２
月
３１
日
現
在
に

お
け
る
全
国
８
０
９
市
（
東
京
２３
特
別
区
を
含
む
）

を
対
象
に
、
市
議
会
議
員
定
数
の
状
況
を
取
り
ま
と

め
た
も
の
で
あ
る
。
調
査
方
法
と
し
て
は
オ
ン
ラ
イ

ン
調
査
シ
ス
テ
ム
と
書
面
に
よ
る
調
査
を
行
い
、
そ

の
結
果
、
電
子
回
答
８
０
０
市
、
書
面
回
答
９
市
と

な
り
回
収
市
数
合
計
８
０
９
市
、
回
収
率
は
１
０
０

％
と
な
っ
た
。

な
お
、
今
回
の
調
査
結
果
は
対
前
年
調
査
結
果
と

の
対
比
の
観
点
よ
り
全
国
８
０
９
市
の
う
ち
、
平
成

２２
年
１２
月
３１
日
現
在
に
お
い
て
合
併
特
例
法
を
適
用

し
て
い
な
い
７
７
４
市
を
中
心
と
し
て
、
取
り
ま
と

め
て
い
る
。

調
査
の
内
容
は
▽
全
国
の
市
議
会
議
員
の
実
数
▽

全
国
８
０
９
市
の
う
ち
合
併
特
例
法
を
適
用
し
て
い

な
い
７
７
４
市
の
市
議
会
議
員
定
数
の
状
況
▽
全
国

８
０
９
市
の
市
議
会
議
員
定
数
一
覧
▽
全
国
８
０
９

市
の
う
ち
議
員
定
数
条
例
等
に
よ
る
議
員
定
数
が
２

０
１
１
年
１
月
１
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
２
３
１
市

の
状
況
一
覧
―
―
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
全
国
８
０
９
市
の
市
議
会
議
員
定
数
一
覧

な
ど
各
市
の
詳
し
い
デ
ー
タ
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
掲
載
し
て
お
り
、
調
査
結
果
は
７
月
１９
日
付
け
で

全
市
発
送
済
み
。

全
国
８
０
９
市
の
市
議
会
議
員

の
実
数
は
２２
年
１２
月
３１
日
現
在
で

は
２
万
１
０
２
６
人
、
１
市
あ
た

り
の
平
均
は
２６
・
０
人
と
な
っ
て

い
る
�
表
�
。
な
お
今
回
の
結
果

と
前
年
の
結
果
（
平
成
２１
年
１２
月

３１
日
現
在
の
全
国
８
０
６
市
に
お

け
る
議
員
実
数
�
２
万
１
３
１
５

人
、
一
市
あ
た
り
の
平
均
議
員
数

２６
・
４
人
�
表
�
）
を
比
較
す
る

と
、
議
員
実
数
は
２
８
９
人
減
、

一
市
あ
た
り
で
は
平
均
０
・
４
人

減
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
近
年

の
議
員
定
数
の
実
数
の
変
化
を
み

る
と
、
平
成
２１
年
１２
月
３１
日
現
在

と
平
成
２０
年
１２
月
３１
日
現
在
の
議

員
実
数
（
議
員
実
数
２
万
１
８
４

２
人
、
一
市
あ
た
り
平
均
議
員
数

２７
・
１
人
）
を
比
較
し
た
場
合
、

議
員
実
数
は
５
２
７
人
減
、
一
市

あ
た
り
の
平
均
議
員
数
は
０
・
７

人
減
と
な
っ
て
い
る
。

平
成
２２
年
１２
月
３１
日
現
在
の
減

員
数
は
前
年
と
比
べ
、
減
少
傾
向

こ
そ
緩
や
か
に
な
っ
た
も
の
の
、

依
然
高
い
水
準
に
あ
る
。

全
国
８
０
９
市
の
う
ち
合
併
特

例
法
を
適
用
し
て
い
な
い
市
は
７

７
４
市
あ
り
、
市
議
会
議
員
定
数

の
う
ち
、
法
定
上
限
数
を
議
員
定

数
と
し
て
い
る
市
は
７２
市
（
９
・

３
％
）
で
前
年
度
の
１
０
８
市
よ

り
３６
市
減
少
し
た
。
ま
た
、
法
定

上
限
数
未
満
を
議
員
定
数
と
し
て

い

る

市

は
７
０
２
市
（
９０
・
７

％
）
に
の
ぼ
り
、
前
年
の
６
６
７

市
よ
り
３５
市
増
加
し
た
。
平
成
２２

年
の
減
員
数
で
は
、
４
８
９
３
人

で
前
年
の
４
５
９
０
人
よ
り
も
３

０
３
人
減
員
し
て
い
る
。
減
員
市

率
は
前
年
の
８６
・
１
％
と
比
べ
、

４
・
６
％
増
と
な
っ
て
い
る
。
今

回
の
調
査
結
果
で
は
、
減
員
率

（
法
定
上
限
数
に
占
め
る
減
員
数

の

割

合
）
は
１９
・
７
％
と

前

年

（
１８
・
４
％
）
と
比
べ
１
・
３
％

増
と
な
っ
た
。
７
７
４
市
の
法
定

上
限
数
合
計
は
２
万
４
８
７
６
人

と
な
っ
て
お
り
、
前
年
の
法
定
上

限
数
２
万
４
９
１
８
人
と
比
べ
、

上
限
数
は
４２
人
減
少
し
、
１
市
あ

【
３
面
へ
続
く
】

表� 全国「８０９市」の市議会議員の実数

１市あたり平均
（人）

２６．０

全国「８０９市」の市議会議員実数
―平成２２年１２月３１日：市議会議員定数調査―

議員実数
（人）

２１，０２６

市 数
（市）

８０９

区分

合計

表� 全国「８０６市」の市議会議員の実数

１市あたり平均
（人）

２６．４

全国「８０６市」の市議会議員実数
―平成２１年１２月３１日：市議会議員定数調査―

議員実数
（人）

２１，３１５

市数（市）

８０６

区分

合計

表� 全国「８０９市」のうち、合併特例法を適用していない「７７４市」の市議会議員定数の状況

減員市率

（ｂ）／（ｃ）

（％）

９０．７

（％）

８６．１

市議会議員定数の状況（調査対象：「７７４市」）―平成２２年１２月３１日：市議会議員定数調査―

減員率

（Ｈ）／（Ｆ）

（％）

１９．７

（％）

１８．４

減員数

合計

（Ｆ）－（Ｇ）

（Ｈ）

（人）

４，８９３

（人）

４，５９０

条例定数

合計

（Ｂ）＋（Ｄ）

（Ｇ）

（人）

１９，９８３

（人）

２０，３２８

法定上限数

合計

（Ａ）＋（Ｃ）

（Ｆ）

（人）

２４，８７６

（人）

２４，９１８

市数

合計

（ａ）＋（ｂ）

（ｃ）

（市）

７７４

（市）

７７５

法定上限数未満を議員定数としている市

減員数

（Ｃ）－（Ｄ）

（Ｅ）

（人）

４，８９３

（人）

４，５９０

条例定数

（Ｄ）

（人）

１７，６５１

（人）

１６，８８６

法定上限数

（Ｃ）

（人）

２２，５４４

（人）

２１，４７６

市数

（ｂ）

（市）

７０２

（市）

６６７

法定上限数を

議員定数としている市

条例定数

（Ｂ）

（人）

２，３３２

（人）

３，４４２

法定上限数

（Ａ）

（人）

２，３３２

（人）

３，４４２

市数

（ａ）

（市）

７２

（市）

１０８

区分

年度

２２年

７７４市

２１年

７７５市

議議
員員
実実
数数
１１
市市
平平
均均
でで
２２６６
人人

本
会
が
市
議
会
の
議
員
定
数
を
調
査

全
国「
８
０
９
市
」の

市
議
会
議
員
の
実
数

市
議
会
議
員
定
数
の
状
況

第１８０５号 平成２３年８月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

７
７
４
市
の
法
定
上
限
数
別
の

市
議
会
議
員
定
数
の
状
況
に
つ
い

て
は
、
法
定
上
限
数
を
議
員
定
数

と
し
て
い
る
市
で
は
上
限
数
を
３４

人
と
し
て
い
る
市
が
２７
市
と
最
多

で
、
次
い
で
上
限
数
を
３０
人
と
し

て
い
る
２５
市
と
続
い
て
い
る
。

ま
た
、
全
国
平
均
の
減
員
市
率

（
９０
・
７
％
）
を
最
も
下
回
っ
て

い
る
の
は
「
３０
人
」
の
区
分
で
９０

・
６
％
、
次
い
で
「
３４
人
」
の
８２

・
４
％
、
「
６４
人
」
の
８０
・
０
％

と
い
う
順
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の

一
方
で
、
減
員
市
率
が
最
も
高
い

の
は
「
４６
人
」
の
区
分
で
９５
・
３

％
、
次
い
で
「
２６
人
」
の
９４
・
７

％
、
「
５６
人
」
の
９４
・
１
％
、
「
３８

人
」
の
９２
・
３
％
の
順
と
な
っ
て

い
る
。

な
お
、
法
定
上
限
数
を
議
員
定

数
と
し
て
い
る
市
が
な
い
た
め
、

法
定
上
限
数
が
「
７２
人
」
「
８０
人
」

「
８８
人
」
「
９６
人
」
の
市
は
減
員

市
率
が
各
１
０
０
％
と
な
っ
て
い

る
�
表
�
参
照
。

た
り
の
平
均
は
３２
・
１
人
と
前
年

３２
・
２
人
に
比
べ
０
・
１
人
減
と

な
っ
て
い
る
。

条
例
定
数
と
し
て
は
、
平
成
２２

年
で
は
１
万
９
９
８
３
人
と
な
っ

て
お
り
、
１
市
あ
た
り
の
平
均
で

は
２５
・
８
人
と
前
年
（
条
例
定
数

�
２
万
３
２
８
人
）
の
２６
・
２
人

と
比
べ
０
・
４
人
減
と
な
っ
て
い

る
�
表
�
参
照
。

法
定
上
限
数
別
の
市
議
会
議
員

定
数
の
減
員
状
況
に
つ
い
て
は
、

法
定
上
限
未
満
を
議
員
定
数
と
し

て
い
る
７
０
２
市
の
減
員
数
は
４

８
９
３
人
で
一
市
あ
た
り
平
均
７

・
０
人
減
少
し
て
い
る
。
減
員
市

数
に
お
い
て
は
、
法
定
上
限
数
よ

り
６
人
減
ら
し
て
い
る
市
が
１
４

５
市
と
最
も
多
く
、
次
い
で
減
員

数
４
人
と
８
人
の
市
が
そ
れ
ぞ
れ

１
１
９
市
と
続
い
て
い
る
。
減
員

数
が
多
い
の
は
、
北
か
ら
順
に
夕

張
市
と
大
東
市
の
１７
人
、
赤
平

市
、
歌
志
内
市
、
八
王
子
市
、
河

内
長
野
市
の
１６
人
と
な
っ
て
い

る
。
減
員
数
に
お
い
て
は
、
法
定

上
限
数
よ
り
１０
人
減
ら
し
た
市
が

減
員
数
合
計
９
８
０
人
で
最
多
と

な
っ
て
お
り
、
次
い
で
８
人
減
ら

し
た
市
、
６
人
減
ら
し
た
市
が
そ

れ
ぞ
れ
９
５
２
市
、
８
７
０
市
と

続
い
て
い
る
。

ま
た
、
法
定
上
限
数
別
の
減
員

数
に
お
い
て
は
、
上
限
数
３０
人
の

市
が
減
員
数
合
計
１
７
９
２
人
と

最
多
と
な
っ
て
お
り
、
法
定
上
限

数
別
の
減
員
数
の
合
計
が
次
い
で

多
い
上
限
数
２６
人
の
１
５
７
９
人

と
合
わ
せ
る
と
全
体
の
６９
％
近
く

に
な
る
�
表
�
参
照
。

▼
議
長

▽
あ
わ
ら

向
山
信
博
（
６
・
３０
）

▽
鉾
田

山
口

�
（
７
・
１１
）

▽
蕨

今
井
良
助
（
７
・
２５
）

▽
白
河

�
橋
光
雄
（
７
・
２６
）

▼
副
議
長

▽
あ
わ
ら

笹
原
幸
信
（
６
・
３０
）

▽
鉾
田

岩
間
勝
栄
（
７
・
１１
）

▽
蕨

池
上
智
康
（
７
・
２５
）

▽
白
河

藤
田
久
男
（
７
・
２６
）

議議
会会
人人
事事

表� 法定上限数別にみた市議会議員定数の状況

減員市率

（ｂ）／（ｃ）

（％）

９４．７

９０．６

８２．４

９２．３

９５．３

９４．１

８０．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

（％）

９０．７

法定上限数別に見た市議会議員定数の状況（調査対象：７７４市）―平成２２年１２月３１日：市議会議員定数調査―

減員率

（Ｈ）／（Ｆ）

（％）

２４．９

２２．５

１６．８

１３．６

１２．５

１２．２

８．１

８．３

１５．０

１４．８

５．７

（％）

１９．７

減員数
合計

（Ｆ）－（Ｇ）
（Ｈ）

（人）

１，５７９

１，７９２

８７２

２０１

２４７

１１６

２６

２４

１２

１３

１１

（人）

４，８９３

条例定数
合計

（Ｂ）＋（Ｄ）
（Ｇ）

（人）

４，７６５

６，１５８

４，３３０

１，２８１

１，７３１

８３６

２９４

２６４

６８

７５

１８１

（人）

１９，９８３

法定上限数
合計

（Ａ）＋（Ｃ）
（Ｆ）

（人）

６，３４４

７，９５０

５，２０２

１，４８２

１，９７８

９５２

３２０

２８８

８０

８８

１９２

（人）

２４，８７６

市数
合計

（ａ）＋（ｂ）
（ｃ）

（市）

２４４

（市）

７７４

２６５

１５３

３９

４３

１７

５

４

１

１

２

法定上限数未満を議員定数としている市

減員数

（Ｃ）－（Ｄ）
（Ｅ）

（人）

１，５７９

（人）

４，８９３

１，７９２

８７２

２０１

２４７

１１６

２６

２４

１２

１３

１１

条例定数

（Ｄ）

（人）

４，４２７

（人）

１７，６５１

５，４０８

３，４１２

１，１６７

１，６３９

７８０

２３０

２６４

６８

７５

１８１

法定上限数

（Ｃ）

（人）

６，００６

（人）

２２，５４４

７，２００

４，２８４

１，３６８

１，８８６

８９６

２５６

２８８

８０

８８

１９２

市数

（ｂ）

（市）

２３１

２４０

１２６

３６

４１

１６

４

４

１

１

２

（市）

７０２

法定上限数を
議員定数としている市

条例定数

（Ｂ）

（人）

３３８

７５０

９１８

１１４

９２

５６

６４

０

０

０

０

（人）

２，３３２

法定上限数

（Ａ）

（人）

３３８

７５０

９１８

１１４

９２

５６

６４

０

０

０

０

（人）

２，３３２

市数

（ａ）

（市）

１３

２５

２７

３

２

１

１

０

０

０

０

（市）

７２

区分

法定
上限数

２６人

３０人

３４人

３８人

４６人

５６人

６４人

７２人

８０人

８８人

９６人

合計
２２年・
７７４市

表�法定上限数別にみた市議会議員定数の減員状況
（調査対象：「７７４市」のうち、法定上限数未満を議員定数としている「７０２市」）

合計

２３１

１，５７９

２４０

１，７９２

１２６

８７２

３６

２０１

４１

２４７

１６

１１６

４

２６

４

２４

１

１２

１

１３

２

１１

７０２

４，８９３

法定上限数別に見た市議会議員定数の減員状況（調査対象：「７０２市」）
―平成２２年１２月３１日：市議会議員定数調査―

１７人

１

１７

０

１

１７

０

０

０

０

０

０

０

０

２

３４

１６人

２

３２

０

１

１６

０

０

１

１６

０

０

０

０

０

４

６４

１５人

０

４

６０

１

１５

０

０

０

０

０

０

０

０

５

７５

１４人

１

１４

５

７０

３

４２

０

１

１４

０

０

０

０

０

０

１０

１４０

１３人

０

２

２６

２

２６

０

０

０

０

０

０

１

１３

０

５

６５

１２人

７

８４

１９

２２８

５

６０

２

２４

１

１２

１

１２

０

０

１

１２

０

０

３６

４３２

１１人

８

８８

０

２

２２

０

０

１

１１

０

０

０

０

０

１１

１２１

１０人

３４

３４０

３１

３１０

２０

２００

２

２０

８

８０

２

２０

１

１０

０

０

０

０

９８

９８０

９人

７

６３

１６

１４４

２

１８

１

９

０

０

１

９

２

１８

０

０

０

２９

２６１

８人

４３

３４４

５３

４２４

１５

１２０

６

４８

１

８

１

８

０

０

０

０

０

１１９

９５２

７人

１１

７７

６

４２

４

２８

２

１４

１

７

０

０

０

０

０

１

７

２５

１７５

６人

４４

２６４

４９

２９４

２６

１５６

７

４２

１３

７８

６

３６

０

０

０

０

０

１４５

８７０

５人

７

３５

６

３０

１

５

１

５

１

５

０

０

０

０

０

０

１６

８０

４人

４３

１７２

３２

１２８

３０

１２０

４

１６

６

２４

２

８

１

４

０

０

０

１

４

１１９

４７６

３人

５

１５

３

９

２

６

１

３

２

６

１

３

１

３

２

６

０

０

０

１７

５１

２人

１６

３２

１３

２６

１０

２０

１０

２０

６

１２

１

２

０

０

０

０

０

５６

１１２

１人

２

２

１

１

１

１

０

１

１

０

０

０

０

０

０

５

５

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

減員市数

減員数

２６人

３０人

３４人

３８人

４６人

５６人

６４人

７２人

８０人

８８人

９６人

総計

法
定
上
限
数
別
に
み
た

市
議
会
議
員
定
数
の
状
況

法
定
上
限
数
別
に
み
た

市
議
会
議
員
定
数
の
減
員
状
況

（３） 平成２３年８月１５日 第１８０５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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７
月
２８
日
か
ら
３０
日
に
か
け
て

断
続
的
に
猛
烈
な
雨
が
降
り
、
新

潟
県
と
福
島
県
の
市
町
村
に
お
い

て
「
平
成
１６
年
７
月
新
潟
・
福
島

豪
雨
」
を
上
回
る
記
録
的
な
大
雨

と
な
っ
た
。

こ
の
大
雨
の
影
響
に
よ
り
、
多

数
の
住
民
が
生
命
ま
た
は
身
体
に

危
害
を
受
け
る
お
そ
れ
が
生
じ
、

避
難
し
て
継
続
的
に
救
助
が
必
要

な
状
況
と
な
っ
た
。

よ
っ
て
、
新
潟
県
と
福
島
県
で

は
７
月
２９
日
付
で
被
害
が
著
し
い

市
町
村
に
対
し
、
災
害
救
助
法
の

適
用
を
決
定
し
た
。
適
用
を
受
け

た
市
町
村
の
う
ち
、
市
に
つ
い
て

は
次
の
と
お
り
。
ま
た
、
被
害
の

状
況
は
左
掲
。

【
新
潟
県
】
新
潟
市
、
三
条
市
、

柏
崎
市
、
小
千
谷
市
、
加
茂
市
、

十
日
町
市
、
五
泉
市
、
魚
沼
市
、

南
魚
沼
市
、
長
岡
市
、
見
附
市
、

上
越
市
、
阿
賀
野
市

【
福
島
県
】
喜
多
方
市

▽
坂
東
市
（
茨
城
県
）

〒
３
０
６
―
０
５
９
５

坂
東
市
山
２
７
３
０

�
０
２
９
７
（
３
５
）
２
１
２
１

�
０
２
８
０
（
８
８
）
０
１
１
１

（
岩
井
庁
舎
・
猿
島
庁
舎
共
通
）

�
０
２
８
０
（
８
８
）
０
８
８
０

【
訂
正
と
お
詫
び
】

本
紙
７
月
２５
日
付
第
１
８
０
３

号
３
面
の
「
議
会
人
事
」
に
誤
り

が
あ
り
ま
し
た
。
副
議
長
欄
に
あ

る
「
▽
京
田
辺
市

宮
本
繁
夫
」

は
「
▽
宇
治
市

宮
本
繁
夫
」
の

誤
り
で
し
た
。
訂
正
す
る
と
と
も

に
、
お
詫
び
い
た
し
ま
す
。

西
條

廣
氏
（
陸
前
高
田
市
議

会
議
長
）

８
月
７
日
逝
去
、
６８
歳
。
葬
儀

は
８
月
１８
日
、
陸
前
高
田
市
内
で

執
り
行
わ
れ
る
予
定
。
喪
主
は
長

男
の
一
広
さ
ん
。

※新潟県の床上・床下浸水については、一部の市町で詳細調査中のた
め非住家の浸水被害を含む。

【主な人的被害】
＜死亡＞
新潟県：十日町市で６７歳男性が中沢川に車両ごと転落し、３０日朝に発

見され死亡を確認。
：小千谷市で６３歳男性が川に転落、下流河川で発見され死亡を
確認。

：三条市で行方不明となっていた２５歳男性が下流河川で発見さ
れ死亡を確認。

：田上町で田んぼの様子を見に行ったまま行方不明となってい
た６４歳男性が河川で発見され死亡を確認。

＜行方不明＞
福島県：只見町において土嚢を積む作業をしていた作業員（６３歳男性）

が川に流され行方不明となる。
新潟県：十日町市で９３歳女性が川に流され行方不明となる。
【孤立状況（消防庁把握分）】
※県から報告を受けた孤立地区における対処を掲載
福島県：南会津町の国道４０１号線が道路寸断により４３人孤立

南会津町の国道３５２号線道路寸断により４人孤立
→南会津町の孤立事案については、全員救助完了
金山町大塩地区において２３名の孤立→福島県消防防災ヘリに
より救出
金山町田沢地区において４３名の孤立→迂回路を設定し孤立解
消
金山町西部地区において１１名の孤立→東京消防庁ヘリ、横浜
市消防局ヘリにより救出
只見町の８か所において計４０３人の孤立→自衛隊により救出
及び道路復旧のため孤立解消
檜枝岐村に向かう道路寸断により全村孤立→道路復旧のため
孤立解消

○避難の状況（消防庁調べ：８月３日１７：００現在）
・福島県（避難所への実避難者数 １８８人：８月２日１７：００時点）
避難指示の対象者数 １５０世帯 合計 ５１１人
避難勧告の対象者数 ２，５７１世帯 合計 ６，４８４人
自主避難者数２世帯 合計８人

・新潟県（避難所への実避難者数 ２７９人：８月３日１６：００時点）
避難指示の対象者数 ６，０３０世帯 合計 ２０，９８２人
避難勧告の対象者数 １４７，４８４世帯 合計 ４４６，０３６人
避難準備情報の対象者数 ４９，７８６世帯 合計 １５２，９４６人

各市のニュースを募集
「全国市議会旬報」では、各市のニュース

を募集しています。
全国の自治体の中でも先進的な取り組み、

ユニークな条例、自慢のイベント、地域のお
祭りなど、お寄せいただく情報のジャンルは
問いません。
ご提供いただいた情報につきましては、本

紙編集担当職員が記事を作成し、議会ニュー
スあるいは市政ニュースとして紙面で紹介い
たします。
本紙をＰＲの場として活用されてみてはい

かがでしょうか。
（問合せ先）
全国市議会議長会調査広報部
旬報担当 松下・柴田まで�０３（３２６２）２３０９
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○人的・住家被害の状況（消防庁調べ：８月４日１７：００現在）
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